
（単位： 千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金 純資産合計 38,053,819

資産合計 負債及び純資産合計 57,290,556

410,031
410,031

-
-
-

543,203
100,015
33,156

-

146,992

-

407,187
1,621,087

117,766
1,503,321

0
-
0

2,391,245
116,482

-
-

51,898
746,309

△ 495,761

797,415
1,658,186

△ 1,159,410
45,165,895

△ 22,304,601

- -
- 負債合計 19,236,737
-

322,050 57,157,384
24,209,383 △ 19,103,565

- -
- -

2,624,855 -
33,338,344 -

△ 17,476,848 1,718,498
4,610,847 1,567,380

△ 2,627,835 -

【様式第１号】

貸借対照表
（令和2年3月31日現在）

科目 科目

56,747,352 17,518,238

金額 金額

54,356,108 17,284,345
29,896,177 -
9,104,764 233,893

93,099

- 127,301
- 23,818

- -

23,383

106,355

-

-

57,290,556

△ 6,858



 自　平成31年4月1日
 至　令和2年3月31日

（単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

金額科目

5,660

5,660

14,291,191

19,717

-

19,717

-

-

160,182

158,869

123,719

2,381

32,769

7,540,455

14,750,561

7,210,106

1,979,040

1,718,454

127,301

-

174,541

3,968,843

1,067,788

2,497,231

【様式第２号】

行政コスト計算書

14,277,134

-

5,072,197

-

313,245

473,427

2,067,671

234,104

2,770,422

6,593

△ 41,255



 自　平成31年4月1日
 至　令和2年3月31日

（単位：千円）

前年度末純資産残高 58,451,480 △ 18,935,896
純行政コスト（△） △ 14,291,191
財源 12,780,536

税収等 9,037,334
国県等補助金 3,743,202

本年度差額 △ 1,510,655
固定資産等の変動（内部変動） △ 1,359,588 1,359,588

有形固定資産等の増加 1,368,735 △ 1,368,735
有形固定資産等の減少 △ 2,087,388 2,087,388
貸付金・基金等の増加 225,179 △ 225,179
貸付金・基金等の減少 △ 866,113 866,113

資産評価差額 -
無償所管換等 65,492
その他 - △ 16,601
本年度純資産変動額 △ 1,294,096 △ 167,669

本年度末純資産残高 57,157,384 △ 19,103,565

【様式第３号】

純資産変動計算書

39,515,584
△ 14,291,191

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

12,780,536
9,037,334
3,743,202

△ 1,461,765
38,053,819

-

△ 1,510,655

65,492
△ 16,601



 自　平成31年4月1日
 至　令和2年3月31日

（単位：千円）

経常費用
業務費用

人件費 　
職員給与費
賞与等引当金繰入額
退職手当引当金繰入額
その他

物件費等
物件費
維持補修費
減価償却費
その他

その他の業務費用
支払利息
徴収不能引当金繰入額
その他

移転費用
補助金等
社会保障給付
他会計への繰出金
その他

経常収益
使用料及び手数料
その他

純経常行政コスト
臨時損失

災害復旧事業費
資産除売却損
投資損失引当金繰入額
損失補償等引当金繰入額
その他

臨時利益
資産売却益
その他

純行政コスト
財源

税収等
国県等補助金

本年度差額
固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加
有形固定資産等の減少
貸付金・基金等の増加
貸付金・基金等の減少

資産評価差額
無償所管換等
その他

本年度純資産変動額
前年度末純資産残高
本年度末純資産残高

△ 16,601 -

3,743,202 3,743,202
△ 1,510,655 △ 1,510,655

65,492 65,492
-

固定資産等形成分 余剰分（不足分）

△ 2,087,388 2,087,388

38,053,819 57,157,384 △ 19,103,565

△ 1,461,765 △ 1,294,096 △ 167,669
39,515,584 58,451,480 △ 18,935,896

△ 1,359,588 1,359,588

12,780,536 12,780,536
14,291,191 14,291,191

9,037,334 9,037,334

金額5,660

-
5,660

14,277,134
19,717

-

-
-

19,717

【様式第２号及び第３号（結合）】

行政コスト及び純資産変動計算書

14,750,561
7,210,106
1,979,040

金額科目

1,718,454
127,301

△ 41,255
174,541

6,593

3,968,843
1,067,788
2,497,231

5,072,197
2,770,422

234,104
2,067,671

7,540,455

158,869
123,719

2,381

-

313,245

32,769

△ 16,601

-

1,368,735 △ 1,368,735

225,179 △ 225,179
△ 866,113 866,113

473,427

160,182

-



 自　平成31年4月1日
 至　令和2年3月31日

（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

1,601,755
-

本年度資金収支額

2,025,064

△ 144,850

1,534,545

122,943
-

78,480
-

1,263,504

3,004,526
123,719

-

-

2,497,231

1,570,158

6,593

5,660

【様式第４号】

資金収支計算書

12,726,533
5,186,077

160,055

32,769
7,540,455
3,968,843
1,067,788

12,821,127
9,034,583
3,312,287

314,202

科目 金額

24,421
△ 603
23,818

1,368,735

-
-

70,623

-

430,916
756,305

前年度末資金残高 221,047
本年度末資金残高 76,198

1,534,545
-

1,601,755

94,594

△ 306,654

67,210

100,015



注記 【一般会計等】

１．重要な会計方針
（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法

（３）有形固定資産等の減価償却の方法
有形固定資産（事業用資産、インフラ資産）

定額法を採用しています。

無形固定資産
定額法を採用しています。

（４）引当金の計上基準及び算定方法
徴収不能引当金

過去3年間の平均不納欠損率により計上しています。

賞与引当金

退職給付引当金

損失補償引当金

（５）リース取引の処理方法

（６）資金収支計算書における資金の範囲

（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
消費税の会計処理

税込方式によっています。

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定
方式に従っています。

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明な
ものは原則として再調達原価としています。また開始後については、原則として取得
原価とし、再調達原価での評価は行わないこととしています。

出資金のうち、市場価格があるものは会計年度末における市場価格をもって貸借対照
表価額としています。
出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表価額としていま
す。ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の
価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしています。なお、出資金
額の価値の低下割合が３０％以上である場合には、「著しく低下した場合」に該当す
るものとしています。

翌年度６月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給
対象期間の割合を乗じた額を計上しています。

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っ
ています。

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理
を行っています。（少額リース資産及び短期のリース取引には簡易的な取り扱いを
し、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っています。）

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等額（３ヶ月以内の短期投資など）を資
金の範囲としています。このうち現金同等額は、短期投資の他、出納整理期間中の取
引により発生する資金の受け払いも含んでいます。



２．重要な会計方針の変更等
該当する事象はありません。

３．重要な後発事象
（１）主要な業務の改廃

該当する事象はありません。

（２）組織・機構の大幅な変更
該当する事象はありません。

（３）地方財政制度の大幅な改正
該当する事象はありません。

（４）重大な災害等の発生
該当する事象はありません。

（５）その他重要な後発事象
該当する事象はありません。

４．偶発債務
該当する事象はありません。



５．追加情報
（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

①　一般会計等財務書類の対象範囲は次の通りです。
一般会計

②　一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異
一般会計等は、普通会計の対象範囲と同様に一般会計のみを対象としています。

③　出納整理期間について

⑤　地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況は、次の通りです。

実質赤字比率 ％
連結実質赤字比率 ％
実質公債費比率 ％
将来負担比率 ％

⑥　利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額
支出予定額 千円

⑦　繰越事業に係る将来の支出予定額
継続費逓次繰越額 （一般会計）　 千円
繰越明許費 （一般会計） 千円
事故繰越額 （一般会計） 千円

⑧　過年度修正などに関する事項
該当する事象はありません。

-

財務書類の作成基準日は、会計年度末（３月３１日）ですが、出納整理期間中の
現金の受け払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。
（地方自治体法第２３５条の５「普通地方公共団体の出納は、翌年度の５月３１
日をもって閉鎖する。」）

④　各項目の金額を表示単位未満で四捨五入しているため、合計等の金額が一致しな
い場合があります。

-
-

13.2
95.6

-

-

-



（2）貸借対照表に係る事項
①　基準モデルから統一的な基準モデルへ移行したことによる影響など

従前の財務書類を公開していない為、影響はありません。

②　売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲
土地 千円 内、売却可能 千円
立木竹 千円 内、売却可能 千円
建物 千円 内、売却可能 千円
工作物 千円 内、売却可能 千円
物品 千円 内、売却可能 千円

上記の金額は、貸借対照表における簿価額を記載しています。

③　減価償却累計額
間接法による表示なので、ここでの記載は不要とします。

④　減債基金に係る積立不足の有無及び不足額
該当する事象はありません。 千円

⑤　基金借入金（繰替運用）の内容
該当する事象はありません。 千円

健全化資料　4⑩表より 千円

ア． 標準財政規模 千円
イ．

千円
ウ． 将来負担額 千円
エ． 充当可能金額 千円
オ． 特定財源見込額 千円
カ． 地方債現在高などに係る基準財政需要額算入見込額 千円

千円

該当する事象はありません。

⑩　道路、河川及び水路の敷地の評価額
千円

⑪　PFI事業に係る資産
該当する事象はありません。

-

9,895,978 -
2,624,855 -

16,742,751 -
25,358,966 -

218,974 -

-

⑥　地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基
準財政需要額に含まれることが見込まれる金額

9,482,335

⑦　将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の
算定要素）

8,265,146
元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算
入額 164,975

26,162,035
19,630,809

3,714,002
13,427,921

⑧　自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリー
ス債務金額

-

⑨　管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等及び表示
登記が行われていない法定外公共物

-



（3）行政コスト計算書に係る事項
該当する事象はありません。

（4）純資産変動計算書に係る事項

①　純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

（5）資金収支計算書に係る事項

①　基礎的財政収支
業務活動収支（支払利息支出を除く） 千円
投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く） 千円
基礎的財政収支 千円

②　既存の決算情報との関連性
（単位：千円）

資金収支計算書
歳入歳出決算書

③　資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳
主な内訳は、以下の通りです。
ア． 賞与等引当金繰入額 千円
イ． 退職手当引当金繰入額 千円
ウ． 減価償却費 千円
エ． 資産除売却損 千円
オ. 賞与等引当金繰戻額（前年度繰入額） 千円
カ. 退職手当引当金繰戻額（前年度繰入額） 千円

④　一時借入金
該当する取引はありません。 千円

⑤　重要な非資金取引
該当する取引はありません。

△ 721,703

固定資産等形成分は、資産形成のために充当した資源が蓄積されたもので、原則
として固定資産等の形態で保有されています。余剰分（不足分）は、費消可能な
資源が蓄積されたもので、原則として金銭の形態で保有されています。

218,313
△ 940,016

収入（歳入） 支出（歳出）
15,907,434 15,831,236
15,835,788 15,759,590

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 71,646 71,646

地方自治法２３３条第１項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲と
しているのに対して、資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としているた
め、牧場会計分の資金差額が発生しています。

127,301
△ 41,255

2,067,671
19,717

132,069
△ 102,724

-


